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地上デジタル放送への移行完了のためのアクションプラン
2010（デジタル放送への移行完了のための関係省庁連絡会
議、平成22年12月）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

-

-

- -

-

-

▲ 145 -

28,426 1,359

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0117

年度30

30 年度

-

0

-

- - - - -

計算式
百万円/
局数

-

850／129

26年度

184／13

6.6 11.6 14.2

28 13

単位

福島原発避難指示区域の
要受信対策世帯数

成果実績 －

目標値

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 箇所

当初見込み 箇所

100

31,733

326 ▲ 414

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

33,570 29,489 30,104 28,426 1,359

29,325 29,758

執行率（％） 97% 99% 99%

平成30年度までに、福島原
発避難指示区域に帰還す
る地上デジタル放送難視世
帯に対する恒久対策の終
了（平成26年度までは、デ
ジタル難視対策のメニュー
の一部として対応したた
め、福島原発避難指示区
域のみ関する実績は算出
できない。）

平成２０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

地上デジタル放送への完全移行（地上アナログ放送終了）を実現し、電波の有効利用を促進することを目的とする。

前年度から繰越し 1,804 293

成果実績

目標値

成果指標 単位

－

197／17

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地上デジタル放送への完全移行は円滑に完了。引き続き、地上デジタル放送への完全移行後の課題に対応するため、平成27年度以降も必要な環境整備・
支援策を実施。具体的には
①新たな難視恒久対策等の相談など、引き続き、デジタル化に関する問合せに対応する地デジコールセンター体制の整備
②デジタル難視世帯に対する対策の実施等、地デジ受信のための支援策の継続実施
③低所得世帯へのチューナー等支援等を実施した。
(補助率：①10/10、②1/2、2/3、10/10、③10/10)

- -

百万円

単位

国庫支出額（中継局整備）／支援局数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

189

-

世帯数

-

補正予算

-

デジタル混信による要難視
解消世帯数

25年度

-

29,799

平成30年度までに、デジタ
ル混信による難視世帯の
解消（平成26年度までは、
デジタル難視対策のメ
ニューの一部として対応し
ているため、デジタル混信
のみに関する実績は算出
できない。）

30,060

事業番号

無線システム普及支援事業（地上デジタル放送への円滑な移行
のための環境整備・支援） 担当部局庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、補助

担当課室

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 293

計

その他の事項経費

▲ 189

32,592

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

デジタル中継局整備の支援局数

達成度 ％

デジサポ（総務省テレビ受信者支援センター）の設置数

-

28年度活動見込

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

電波法第103条の2第4項第9号、第11号、第11号の2、
第12号
＜電波法第71条の2第1項第1号（東北3県を除く44都道
府県における地上アナログ放送の終了期限の根拠）、
東日本大震災に伴う地上デジタル放送に係る電波法の
特例に関する法律第2条（東北3県における地上アナロ
グ放送の終了期限の根拠）＞

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

局

活動指標

局

一般会計

情報流通行政局

地上放送課 課長　藤田　清太郎

世帯数

チェック



政
策
評
価
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済
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政
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ク
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ョ
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ラ
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策
評
価

、
経
済
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政
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生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％

35

計

実績値
世帯数
（万世
帯）

1.3

諸謝金

委員等旅費

施策 ５．電波利用料財源による電波監視等の実施

政策 Ⅴ．情報通信（ＩＣＴ政策）

測
定
指
標

年度

18.2

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標

35

1,305.4

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

外国波等による電波の影響を受ける世帯に対する受信障害対策や、福島県の避難区域解除等により帰還する世帯等が地上デジタル放送視聴環境
を整備するための支援等を実施することにより、国民にとって災害情報を含め生活等に必要な情報を入手する手段である地上テレビ放送を視聴する
ための手段を確保することとなるため、電波の適正かつ能率的な利用を推進することに寄与する。

-

歳出予算目

- 26

0.5

改革
項目

分野： -

0.1

26年度 27年度

0

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

目標年度

電波監視等業務旅費

-

達成度 ％ -

15.4

28年度当初予算

0.1

単位

-

28,375.4

地上デジタル放送の難視対策世帯数

年度

無線システム普及支援事
業費等補助金

成果実績 -

27年度 28年度

-

目標最終年度

-

- -

年度

- -

目標値
世帯数
（万世
帯）

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位

平成27年度末までに地上デジタル放送への完全移行が完了し、これまで実施した施策の
国庫債務負担行為の歳出化を平成28年度で終了したため。

計画開始時

- 0 - -

28,426.5 1,359.1

電波監視等業務庁費

年度

-

-

目標値

中間目標

0.6

-

年度



　本事業により整備された中継局設備、有線・無線共聴施設
及び受信設備等は、地上デジタル放送を受信するために十
分に活用されている。

事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

　地上デジタル放送への移行は、電波の有効利用の促進等
を目的とするものであることから、受益と負担の関係は妥当
である。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

　　　　　　　　　　　　　　　　　―

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

　事業仕分けにおいて、事業の効率的執行、地デジ事業の
効果の国民への分かりやすい説明、透明性の確保等に留意
するよう指摘された事を踏まえ、引き続き、効率的な事業の
実施体制の確保等や地デジ化によって空く周波数の用途や
有効活用等のわかりやすい周知・アピールを実施。加えて、
事業の透明性確保のため、デジタル難視対策世帯数等の事
業状況を公開する等、更なる透明性の確保に努めている。
　また、福島原発避難区域の受信対策については、避難住
民の帰還状況に応じて迅速に対応する必要があるため、事
務の権限を東北総合通信局に委任し、効率的かつ効果的な
取り組みを実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

・中継局整備の支援局数（予算の繰越し分を含む）は、当初
の見込みどおりとなっている。
・デジサポ（総務省テレビ受信者支援センター）の設置数は、
当初の見込みどおりとなっている。

○

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

　補助事業により民間の創意工夫を活用するなど、効率的に
実施。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

　　　　　　　　　　　　　　　　　―

事業名

‐

事業番号

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・電波の有効利用の促進等のため、デジタル難視世帯への
恒久対策等に必要な施策を実施するもの。
・また、地上テレビ放送は、国民にとって災害情報を含め生
活等に必要な情報を入手する重要な手段であり、視聴できな
い方が生じないようにするために、優先度が高い事業であ
る。

　本件事業に要するコストの算定は実勢価格を参考に行い、
契約に当たっては一般競争入札あるいは公募を実施し、コス
トの削減に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

・引き続き、適正かつ効率的な執行に取り組むとともに、ホームページ等を活用した国民への分かりやすい説明や周知による透明性の確保に
努める。

・国民にとって災害情報を含め生活等に必要な情報を入手する重要な手段である地上テレビ放送を視聴できない世帯が生じないよう、国として
必要な施策を実施する必要がある。
・本事業では、地上デジタル放送への完全移行後も暫定的に衛星を通じて番組を視聴している世帯（デジタル難視世帯）等に対し、地上デジタ
ル放送を受信できるような対策（恒久対策）を実施している。
・平成２７年度においても引き続き、これまで実施した施策の国庫債務負担行為の歳出化を行うとともに、外国波を含む他の電波との混信の解
消及び福島原発避難区域における受信対策を完了させるため、一般競争入札による契約や外部有識者による事業計画等の評価を実施する
等、効率的・効果的な事業執行が行われていると認められる。

関
連
事
業

○

　電波法第103条の2第4項第9号から第12号の各関連規定
に基づき、費目・使途は事業に即し真に必要なものに限定さ
れている。

○ ・地デジの伝搬状況等の調査を行う主体の選定にあたって
は、一般競争入札を行っている。
・事業の実施主体の選定に際しては広く公募を行い、事業の
実施計画等について外部有識者による評価を実施すること
で妥当性・競争性を確保している。

・また、競争性のない随意契約に際しては、機材の移管、人
材の育成等の観点から事業が継続可能な事業者としたもの
である。

○

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

　民間事業者等が実施主体となる施策については、実施主
体から実績について定期的に報告を受けることにより進捗管
理を適切に実施。

　地上デジタル放送への移行は、ひっ迫する電波の有効利
用の促進等を目的に国策で実施している。

評　価項　　目

　地上テレビ放送は、国民にとって災害情報を含め生活等に
必要な情報を入手する重要な手段であり、視聴できない方が
生じないよう、国として必要な施策（本事業）を実施する必要
がある。



平成24年度

平成27年度

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

事業仕分け第１弾
事業番号１-20　電波利用共益費用②　（１）地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援
評価結果 ： 予算要求の縮減（半額の縮減）
とりまとめコメント ： 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援については、当ワーキングとしては予算要求の半額の
　　　　　　　　　　　　縮減を結論としたい。 なお、半額以上を縮減すべき、施策のやり方を見直すべきとの意見があったことを付言する。
＜H２４公開プロセス（レビューシート番号：0116、事業名：無線システム普及支援事業（地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援）＞
評価結果 ：一部改善
とりまとめコメント：事業の効率的な執行、地デジ事業の効果の国民への分かりやすい説明、また、事業の実施に際しての透明性の確保に留意して取り組むことと
する。

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成25年度

執
行
等
改
善

0122

平成26年度

本年度は、外部有識者による点検対象外。

外国波を含む他の電波との混信の解消及び福島原発避難区域における受信対策を完了させるため、適正かつ効率的な執行に取り組むとともに、
ホームページ等を活用した国民への分かりやすい説明や周知による透明性の確保に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0120

0116

外部有識者の所見

0122

0121、0173

0122

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

総務省
２９，７５８百万円

地上デジタル放送への円滑な移行のため
の環境整備・支援を実施

事務費
０．２百万円

Ａ.（一財）電波技術協会（１者）

２６百万円

【一般競争入札】

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送の伝搬状況等の
実地調査を実施

職員旅費、委員等旅費、
諸謝金

Ｂ.放送事業者等（7者）

１８４百万円

【申請・補助】

デジタル中継局整備を実施

【申請・補助】 【申請・補助】 【申請・補助】

※ Ｃ、Ｅ、Ｊが実施する事業は、国庫債務負担行為により実施していることから、Ｃ、Ｅ、Ｊが
平成27年度に実施した事業（H27事業）の資金の流れは、別紙に記載する。

福島原発避難区域における受信対策について法
人を通じて実施。また、補助金の円滑な執行等の
ため、地方公共団体、住民等への説明等を実施

職員旅費、消耗品費、通信運
搬費等

事務費
４百万円

※四捨五入の関係で合計が一致しない箇所がある。
※支出先10者リストと比較し、四捨五入の影響により、合計値が合わない場合がある。

総合通信局等

４百万円

（一社）ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送推進協会
２４，２９４百万円

（内訳）
Ｈ２７事業 ０百万円

過年度事業の歳出化
２４，２９４百万円

Ｃ.（一財）電波技術協会
０百万円

（内訳）
Ｈ２７事業 ０百万円

過年度事業の歳出化
０百万円

NHK営業サービス
４，８３４百万円

（内訳）
Ｈ２７事業 ０百万円

過年度事業の歳出化
４，８３４百万円

Ｊ.（一社）日本CATV技術協会
０百万円

（内訳）
Ｈ２７事業 ０百万円

過年度事業の歳出化
０百万円

【申請・補助】

【申請・補助】

Ｅ.（株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ｴﾑｲｰ
４１６百万円

（内訳）
Ｈ２７事業 ０百万円

過年度事業の歳出化
４１６百万円



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

チェック

【随意契約】地デジ難視対策衛星放送の【随意契約】

【随意契約】

【随意契約】

Ｃ、Ｅ、Ｊが平成２７年度に実施した事業（Ｈ２７事業）の資金の流れは、以下のとおり（年度終了報告に基づく実績額）。

※ 国庫債務負担行為により支出することとしているため、国から補助事業者に対する補助金は、事業年度からの２年間で交付する。
【別紙】

デジタル混信を解消又は防止するた
めの対策及びデジタル混信対策に
係る受信相談、現地調査、助成金交
付の業務等を実施

低所得世帯等に対する地デジ
チューナー等の支援対象世帯か
らの問い合わせ対応及び給付し
たチューナーの適正管理等を実
施

避難区域解除等により帰還する

世帯等を対象に地デジに係る受

信調査や技術支援を実施

Ｊ. （一社）日本CATV技術協会

１４６百万円

（内訳）
Ｈ２７ ０百万円
後年度支出分 １４６百万円

Ｄ.株式会社等（７者）
５６９百万円

【随意契約(公募)】

受信相談、現地調査業務等を実施

【一般競争入札】

Ｆ.(株)ネオマルスコーポ
レーション（１者）

４百万円

Ｋ.(株)ＮＨＫアイテック・(株)ユ
アテック共同企業体 （１者）

５７百万円

【随意契約(公募)】

支援実施世帯に対するアフ

ターケアに係るサポート業務を

実施

Ｇ.株式会社等（３者）
１８百万円

【随意契約】

コールセンター受付対応業

務を実施

※Ｃ～Ｋにおける支出額は、平成27年度に実施した事業（H27事業）について記載
※四捨五入の関係で合計が一致しない箇所がある。
※支出先１０者リストと比較し、四捨五入の影響により、合計値が合わない場合がある。

Ｃ.（一財）電波技術協会

８７３百万円

（内訳）
Ｈ２７ ０百万円
後年度支出分 ８７３百万円

Ｅ.（株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ｴﾑｲｰ

１９６百万円

（内訳）
Ｈ２７ ０百万円
後年度支出分 １９６百万円

Ｈ.（株）エヌ・ティ・ティ・ロ
ジスコ（１者）
２２百万円

【随意契約】

在庫チューナーの保管管理

業務を実施

Ｉ.株式会社等（２者）
４０百万円

【随意契約】

システム運用支援の実施

受信点調査、個別法網問
等を実施



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

（一財）電波技術協
会

2020005009933
地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送の伝搬状
況等の実地調査を実施

26 一般競争入札 1 62％

調査費
地上デジタル放送の伝搬状況等の現地調
査、データ分析等を実施

26

運営経費 受信相談、現地調査業務等を実施 255

10

助成費 デジタル混信対策に係る助成金 181
労務費 職員人件費 74
諸経費 周知広報費、役務費等 38
物品費 事務用品等購入

Ｃ.（一財）電波技術協会

費　目

4

Ｄ.（株）NHKアイテック
103

費　目

費　目 使　途
金　額

(百万円）

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率

運営経費 在庫チューナーの保管管理業務委託費

契約方式

計 12 計 22

1
（一財）電波技術協
会

2020005009933

デジタル混信を解消又は防
止するための対策及びデ
ジタル混信対策に係る受信
相談、現地調査、助成金交
付の業務等を実施

873 - - -

6

7

4

5

- -

- -

- -

- -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

- -

-

-24

2

-

31

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G.（株）リクルートスタッフィング H.（株）エヌ・ティ・ティ　ロジスコ

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

Ｅ.（株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ｴﾑｲｰ Ｆ.（株）ネオマルスコーポレーション

費　目

1

4

金　額
(百万円）

22

計計 196

費　目 使　途

運営経費 コールセンタ受付対応業務委託費 12

その他 事業所借料、光熱水料、回線料等 69

計 872 計 255

外部委託
日本情報通信(株）へのシステム運用支援
業務委託費等

84

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 補助事業従事者人件費 43 運営経費
支援実施世帯に対するアフターケアに係る
サポート業務委託費

使　途

外部委託

①㈱NHKアイテックに対する受信相談、現
地調査業務等の委託、②㈱エヌ・ティ・ティ・
エムイーに対する情報共有システム等の構
築・保守の委託、③㈱富士通マーケティン
グに対する業務進捗管理システム等の構
築・保守の委託、④㈱NHKアイテックに対す
るリパック事業における実施支援業務の委
託、⑤NHK営業サービスに対するデジタル
混信受信対応コールセンター業務の委託、
⑥京セラコミュニケーションシステム㈱に対
する地上デジタルテレビ放送混信調査の委
託、⑦㈱メディアアトリエに対するホーム
ページの制作・運用の委託

569

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 26 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）

B.(株)テレビ北海道

使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

-

-

-

-

-

A.（一財）電波技術協会

施設整備費 デジタル中継局の整備のための経費 103

(株)テレビ北海道

北海道日高町

北海道利尻町

北海道浜中町

北海道根室市

北海道羅臼町

北海道中標津町

6000020016012

3000020015181

5000020016632

2000020012238

9000020016942

9000020016926

7430001011062 デジタル中継局の整備

デジタル中継局の整備

デジタル中継局の整備

デジタル中継局の整備

デジタル中継局の整備

デジタル中継局の整備

デジタル中継局の整備 1

103

15

8

チェック



D

E

F

G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

3013301025851

低所得世帯等に対する地
デジチューナー等の支援対
象世帯からの問い合わせ
対応及び給付したチュー
ナーの適正管理等

196

㈱NHKアイテック 9011001003973
受信相談、現地調査業務
等を実施

255
随意契約
（公募）

（株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ｴﾑ
ｲｰ

-

1

3

1

2

（株）リクルートスタッ
フィング

4010001032038
コールセンター受付対応業
務

12
随意契約
（その他）

- -

（株）アクアテクノシス
テムズ

5010401054457
コールセンター受付対応業
務

2
随意契約
（その他）

- -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ネオマルスコー
ポレーション

1320001002202
支援実施世帯に対するアフ
ターケアに係るサポート業
務を実施

4
随意契約
（その他）

- -

1

6

7

京セラコミュニケー
ションシステム㈱

6130001012562
地上デジタルテレビ放送混
信調査を実施

54
随意契約
（公募）

1 -

1

4

5

2

3

㈱エヌ・ティ・ティ　エ
ムイー

3013301025851
情報共有システム等の構
築・保守を実施

21
随意契約
（公募）

1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1 -

㈱富士通マーケティ
ング

5010001006767
業務進捗管理システム等
の構築・保守を実施

21
随意契約
（公募）

1 -

㈱NHKアイテック 9011001003973
リパック事業における実施
支援業務を実施

143
随意契約
（公募）

1 -

NHK営業サービス㈱ 6011001003968
デジタル混信受信対応コー
ルセンター業務を実施

68
随意契約
（公募）

1 -

㈱メディアアトリエ 1011001037079
ホームページの制作・運用
を実施

6
随意契約
（公募）

1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

データリンクス（株） 2011101005216
コールセンター受付対応業
務

4
随意契約
（その他）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）エヌ・ティ・ティ
ロジスコ

2010001012396
在庫チューナーの保管管
理業務

22
随意契約
（その他）

- -

チェック



助成費 新たな難視対策等に係る助成金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.日本情報通信（株） J.（一社）日本ＣＡＴＶ技術協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品費 什器機材、事務用品等購入 15

諸経費 周知広報、役務費等 21

17

事務費
新たな難視対策等に係る助成金交付のた
めの支援業務等

1

K.（株）ＮＨＫアイテック、(株)ユアテック共同企業体

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 25 計 147

計 57 計 0

運営経費 事業用システム運用支援業務委託費 25 外部委託
(株)ＮＨＫアイテック、(株)ユアテック共同企
業体に対する受信点調査、個別訪問業務
の委託

57

運営経費 受信点調査、個別訪問業務を実施 57

36

労務費 職員人件費



I

J

K

-

（法人番号）※左欄に記載できな
いため
9011001003973
4370001006286

(株)ＮＨＫアイテック・
(株)ユアテック共同企
業体

助成対象世帯に対する個
別訪問を実施

39
随意契約
（公募）

1 -

（法人番号）※左欄に記載できな
いため
9011001003973
4370001006286

- -

エヌ・ティ・ティ・ビズリ
ンク（株）

9010001075024
事業用システム運用支援
業務

15
随意契約
（その他）

- -2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

日本情報通信（株） 5010001087865
事業用システム運用支援
業務

25
随意契約
（その他）

（一社）日本ＣＡＴＶ技
術協会

4011105000483

福島原発の避難区域解除
等により帰還する世帯等を
対象に地デジに係る受信
調査や技術支援を実施

146 -

(株)ＮＨＫアイテック・
(株)ユアテック共同企
業体

受信点調査に係る現地調
査の実施、報告書の作成

18
随意契約
（公募）
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